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１．背景 

道路特性に応じた走行性、快適性の向上に資する

ことを目的に，平成 28 年 10 月に「舗装点検要領（国

土交通省道路局）（以下，「点検要領」という）」が策

定された．道路に求められる機能を維持し，効率的に

舗装を管理するには，道路特性に応じて道路を分類

した上で，メンテナンスサイクルの取組方法を決定

し（構築），継続して回していく（運用）必要がある． 

表 1．点検要領に基づく道路の分類のイメージ 

特性 分類 主な道路 

 高規格幹線道路 等 
(高速走行など求められるサービ

ス水準が高い道路) 

Ａ 
ｚ 

損傷の進行が早い道路 等 

（例：大型車交通量が多い道路） 
Ｂ 

 

損傷の進行が緩やかな道路 等 

（例：大型車交通量が少ない道路） 
Ｃ 

  

 生活道路 等  
(損傷の進行が極めて遅く占用工

事等の影響が無ければ長寿命) 

Ｄ  

各道路管理者によって，点検要領に基づく計画策

定及び修繕等の取組が推進されているところである

が，道路分類 D の生活道路等については，管理方針

を定めている事例は少ない．しかし，管理道路の大半

を生活道路等が占める市町村においては，計画的修

繕に加え，生活道路等の要望対応等に追われている

ことから，生活道路等の求められる機能維持に向け

たメンテナンスサイクルの構築・運用が必要である． 

２．目的 

メンテナンスサイクルの

構築に向けては，状態把握

が必要であるが，点検要領

において，生活道路等は巡

視の機会を通じて路面の損

傷を把握することとされて

いる．一方で、生活道路は広

範囲に亘るため、状態把握に向けては，巡視等の日常

管理の高度化・効率化が必要となる． 

熊本県玉名市では，日常管理を通じた効率的な舗

装の状態把握に向けて，日常管理支援システム i-

MASTER（八千代エンジニヤリング（株）が開発し

た，スマートフォンを使用したクラウドサービス）を

導入した．さらに，システムを活用し，生活道路のメ

ンテナンスサイクルの構築に向けて，学識経験者の

意見等を踏まえながら検討を進めているところであ

る． 

本稿は，ICT 技術を活用した生活道路のメンテナ

ンスサイクルの構築を検討した一例として，玉名市

の検討内容を解説するとともに，考察と今後の展望

を述べるものである． 

３．現状と課題 

玉名市では，主に幹線道路を対象に路面性状調査

に基づく修繕を行ってきたが，図 2 より，住民要望

による修繕は年々増加傾向にあり，近年では過半数

を占めていることから，路面性状調査に基づき抽出

した修繕対象と，住民のニーズが必ずしも一致して

いないことが分かる． 

要望対象は主に生活道路であり，玉名市の全道路

の約 98％（約 830.5km）を生活道路が占めることか

ら，今後も住民要望が増加し続けると，作業面及び予

算面で管理の負担となることが予想される．生活道

路に求められる住民満足度の観点から，メンテナン

スサイクルを構築・運用し，改善を図る必要がある． 

 
図 2．舗装修繕費用の推移 
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本来，生活道路は，住民要望や劣化状況，地域特性

等の様々な管理指標から措置を判断することが望ま

しい．しかし現状では，状態把握方法や措置の判断基

準が不明確であり，場当たり的で非効率な管理とな

っている．この他にも，生活道路の管理は，表 2 の

とおりメンテナンスサイクルの各段階で課題が見ら

れ，サイクルが構築されていないことから，住民のニ

ーズと乖離した管理となっていた． 

表 2．メンテナンスサイクルの各段階における課題 
段 階 課 題 

状態把握 

パトロールは行っているが，記録した現場状況を

診断・措置に活用する体制が整っていない 

・現場作業や情報確認に手間がかかる（非効率） 

・記録内容の統一的な基準は定まっていないた

め，現場確認者によって記録方法が異なる 

診断・ 

措置 

修繕等の措置を行うための判断基準が無いた

め，場当たり的な措置となっている 

記録 

要望対応や巡回記録が紙媒体で別々に管理さ

れており．記録された情報の即時共有や，計画

への活用が出来ていない 

計画 生活道路についての管理計画がない 

４．課題解決に向けた取組 

課題解決に向けた取組の第一歩として，日常管理

支援システム i-MASTER を導入した．日常管理の生

産性向上や情報の一元管理等，システムの効果を活

用して，各課題に対応した 4 つの取組(1)日常管理を

通じた効率的かつ効果的な状態把握，(2)管理方針（診

断・措置の判断基準）の明確化，(3)情報管理体制の

構築（記録蓄積・活用），(4)各取組方針を整理した個

別施設計画の作成 を検討した．本稿では，(1)(2)の

具体的な取組内容を示す． 

 
図 3．システムを活用した４つの取組 

（1）日常管理を通じた効率的かつ効果的な状態把握 

システムを活用することで，記録のデータ化や現

場記録等の省力化が図られ，日常管理を通じて効率

的に現場状況を記録することが可能となった． 

日常管理を通じて得られる①住民要望（利用頻度

や注目度の指標），②補修・修繕の履歴（劣化頻度や

荷重作用の指標），③道路管理者の所見（地域特性や

管理特性の指標）の 3 つを指標として舗装の状態を

記録し，診断・措置へ活用する．また，②の記録を活

用して，補修頻度が高い区間は適切な舗装構成に見

直す等，長寿命化に向けた管理につなげることも期

待される． 

（2）管理方針（診断・措置の判断基準）の明確化 

生活道路の修繕は，点検要領における診断区分Ⅲ

（修繕段階）を対象とすることを基本とする．生活道

路は，住民要望や地域特性等の様々な視点から修繕

の実施を迫られやすいことから，定量的な指標では

なく，(1)①～③の指標を用いて区分Ⅲを抽出する．

複数の指標を総合的に勘案することで，住民ニーズ

や劣化状況を踏まえた相対的な判断が可能となる． 

また，(1)の記録内容（損傷規模や周辺の現場特性

等）から，修繕の優先順位を相対的に評価する． 

生活道路（約 830.5km（全体の約 98％））の管理方針 

■管理水準：診断区分Ⅲ（修繕段階） 

■評価指標：舗装状態を記録した①～③の指標を用い

て総合的に評価 

■診断基準：各指標における条件に全て該当する区間

を診断区分Ⅲ（修繕段階）とする（図 4） 
 

 

 
※左記条件に該当

しない区間にお

いて，安全性等

を配慮して修繕

することを妨げ

るものではない 
図 4．診断区分Ⅲの抽出方法 

■優先順位：①～③の記録内容（必要に応じて現地確

認等で補完）から相対的に評価（表 3） 

表 3．優先順位評価例（評価指標②補修履歴） 

 
少ない（１回） 

 
多い⇒優先順位高い 

 

５．考察  

(1)～(4)の取組を推進することで，生活道路のメ

ンテナンスサイクルが構築され，住民満足度の維持・

向上が期待される．今後，蓄積データを活用して効果

の検証や地域の実態把握を行いながら，より実態に

即した管理方針に見直し，運用していく必要がある． 

また，システムの活用について，要望発生傾向をつ

かみ，先手を打つような判断基準を設定するなど，デ

ータ蓄積により活用の幅は広がると考える．更なる

管理改善に向けて，活用方法を検討していきたい． 
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